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本報告書における用語の定義

固有名詞で本文中に説明がない用語や、一般名詞のうち本報告書で特別な意味合いで使用している用語の定義を示す。

No 用語 定義

1 自治体 • 都道府県、自治事務を行う政令市、市区町村等の総称

2 保安ネット

• 産業保安・製品安全関連法令に関する申請手続の電子申請システム

• 現在稼働中のシステムを「現行保安ネット」、現行保安ネットのサービス終了に伴い、今後新規に構築・稼働する想定の次期システムを「次期保
安ネット」と記載

• 現行保安ネットと次期保安ネットの双方の総称を「保安ネット」と記載

3 申請者/審査者

• 保安ネット利用ユーザの分類

• 申請者は、保安ネットを利用して手続を提出する事業者等

• 審査者は、保安ネットで提出された申請手続の審査を行う自治体・経済産業省職員等

4
マスタ/マスタ項目/マスタデータ
/マスタ更新

• 保安ネット上で管理する台帳情報のこと

• 上記データベースの総称を「マスタ」、データベースとして管理する項目の名称を「マスタ項目」、データベースに入っているデータの総称を「マスタデー
タ」、マスタデータの削除や追加を行う作業を「マスタ更新」と定義

5 手続の様式/手続の業務フロー

• 手続の類型を分類する際に使用している用語

• 手続の様式とは、提出書類に求められる記載事項やその書式を指し、そのうち法令や行政で定められたものを「法定様式」と定義

• 手続の業務フローとは、行政手続に係る一連の業務プロセスをフローにして可視化したものを指す

6 オンライン化 • 従来、紙媒体の様式で申請・審査・保管を行っていた手続を、オンライン上で完結させる取組の総称

7 疑似体験 • 自治事務の手続の申請から審査を想定したオンライン化システムを、自治体担当者が操作体験する取組の総称

8 前年度事業 • 令和４年度産業保安等技術基準策定調査研究等事業（高圧ガス保安法等に関する審査業務等の電子化及び改善のための調査）を指す
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1.1. 本事業の背景・目的

本事業では、産業保安・製品安全分野の行政手続のうち、自治事務で行われている手続を保安ネットでオンライン化するため、
オンライン化に向けた課題への対応方針の整理と作業スケジュールの整理を行った。

1. 本事業の実施内容

◼産業保安を取り巻く環境の変化

✓ 災害の激甚化、革新的なテクノロジーの普及

✓ 審査業務を効率化し、立入検査等の現場業務に注力

◼行政手続のオンライン化の動き

✓ デジタル化原則（行政手続のオンライン化）

✓ 規制改革実施計画（自治事務のオンライン化）

◼次期保安ネットへの更改

✓ 2024年4月にガバメントクラウド上に保安ネットを移行し、システ
ムを更改

◼自治事務の存在

✓ 高圧ガス保安法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適
正化に関する法律、火薬類取締法、電気工事業の業務の適
正化に関する法律、電気工事士法

本事業の背景 本事業の目的

オンライン化に向けた課題への対応方針の整理

関係者と協議の上、効率的かつ利便性の高い
オンライン化の実現に向けた課題の確認と対応方針の整理を実施

オンライン化に向けた作業スケジュールの整理

マイルストン、課題への対処方針を踏まえて
作業スケジュールを整理

2024年度末からの自治体の保安ネット利用開始及び
2025年12月末までの全手続オンライン化をマイルストン
として、以下を目的として本事業に取り組む
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1.2. 本事業の実施作業｜実施作業の概要

仕様書の内容に基づく課題に加え、弊社にて検討が必要と想定した課題を含めた全10の課題を検討し、保安ネット利用開
始に向けた作業スケジュールや本調査報告書を作成した。

1. 本事業の実施内容

実施内容フローチャート …インプットになる作業

(1) 自治事務の 
手続のオンライン
化に関する課題
の深掘り調査

（2）報告書の作成

(1)-ア 
課題検討

(1)-イ
作業スケジュール

検討

紙の原本の提出が必要な書
類の扱い

申請様式の標準化

国の法令に基づかない自治
体独自の手続・様式の整理

保安ネットの業務手順

外部業務委託先の扱い

自治体の条例等の規則の
在り方

保安ネットに移行するデータ
の範囲

情報の所有権・参照権限の
考え方

仕様書の内容に基づく検討課題

オンライン化困難な業務への対応

利用自治体拡大の方針

更に検討が必要な課題(弊社想定)

(保安ネットへの)申請・届出手続の実装までの
具体的な作業スケジュール

仕様書の内容に基づく必要作業

前年度の疑似体験内で、多量の添付書
類や大判な図面が必要な手続をオンライ
ン化することに懸念の声が上げられていた
ことを背景に追加

保安ネットの導入に慎重な声が寄せられ
たことを背景に、自治体にメリットを訴求す
るための施策提案が必要と捉え追加
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2.2. 自治体との検討会・報告会議論概要(1/2)

テーマ①～④については個別検討会を実施し、先行自治体を交えて議論を行った。全国の自治体向けにも報告会を行い、本
事業での検討結果等を共有した。各会での議論内容・決定事項を以下に示す。

2. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討内容

会議名 議論テーマ 議論内容・決定事項

１

２

8/22(火)

第1回個別検討会

9/5(火)

第2回個別検討会

• テーマ② 業務の標準化
(業務フロー、事前相談、手数料納付)

• 各業務工程における「保安ネット利用」及び「既存運用の踏襲」
の棲み分けを整理

• 事前相談の実施方針を整理

• 手数料納付の実施方針を整理

• テーマ② 業務の標準化
(認証、形式確認/審査～文書保存・管理)

• 申請者及び審査者の保安ネットログイン認証方法を整理

• 形式確認/審査～文書保存・管理の実施方針を整理

• 自動生成メールによる受理通知の発出方法を確認

6
10/3(火)

第6回個別検討会

• テーマ② 業務の標準化(事前相談)

• テーマ③ データ範囲の整理

• テーマ④ 運用ルールの整理

• 保安ネットに蓄積される手続情報・台帳情報の所有権・参照権限
の考え方を整理

• 情報公開請求時の対応方針を整理

• 保安ネットでのマスタ管理方針を整理

4
9/19(火)

第4回個別検討会

3
9/19(火)

第3回個別検討会

5
10/3(火)

第5回個別検討会

• テーマ① 様式の標準化 • 先行オンライン化対象手続における申請フォーム項目案を整理

対象法令

高圧

液石

電気

高圧

液石

電気

液石

電気

高圧

高圧

#
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2.2. 自治体との検討会・報告会議論概要(2/2)

(前頁の続き)

2. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討内容

会議名 議論テーマ 議論内容・決定事項

7
10/5(木)

第7回個別検討会
• テーマ① 様式の標準化 • 先行オンライン化対象手続における申請フォーム項目案を整理

対象法令

電気
(2回目)

高圧

液石

電気

火薬12

11/15(水)

全国自治体向け
報告会(2日目)

11

11/14(火)

全国自治体向け
報告会(1日目)

#

8
10/17(火)

第8回個別検討会
• テーマ③ データ範囲の整理

• テーマ④ 運用ルールの整理

• 「みなし登録電気工事業者」に係る台帳情報をマスタ管理対象と
して整理

• 国・自治体間等で連携する集計情報や事故報告に関する情報の
連携方法を確認

• テーマ② 業務の標準化
(図面等の取り扱い)

• 紙提出が求められる手続のパターンを整理

• 添付資料の紙提出が必要な手続のうち、マスタ管理対象となる
項目はオンライン申請フォームで提出するよう方針を整理

10
11/7(火)

第10回個別検討会

9
10/31(火)

第9回個別検討会
• テーマ② 業務の標準化

(外部委託先の扱い)

• 自治事務手続における外部委託状況を確認

• 資格者台帳の管理主体、管理項目を確認

• 「国家資格等情報連携・活用システム(仮称)」運用開始後の業
務イメージを整理

高圧

液石

電気

電気

高圧

液石

電気

• 現行保安ネットと次期保安ネット

• 次期保安ネット(自治事務向け)の今年
度の取組

• 今後のスケジュール

• 質疑応答

• 全国の自治体向けに、本事業にて先行自治体の協力のもと整理
した自治事務手続のオンライン化方針等の説明

• 自治体からのQ&A
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜業務フローの整理

届出/申請の手続処理にあたり、保安ネットを利用したオンライン提出/紙提出の両パターンについて、①～⑩の業務工程の実
施方法を整理した。

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

届出/申請の手続処理業務フロー

③手数料
納付

保安ネットで納付
情報を通知し、実
際の支払は既存の
手段で実施

既存の手段にて、
納付情報の通知
と申請者による支
払を実施

保安
ネット

既存

保安ネットで

受付

紙で受付、職
員が情報を保
安ネットに入力

④届出
/申請受付

：保安ネットの利用

：既存の運用の踏襲
凡例

⑤形式確認
/審査

⑥起案・決裁
⑦文書保存
・管理

オ
ン
ラ
イ
ン
提
出

紙
提
出

自治体の文書
管理システムで
処理

紙または自治
体の文書管理
システムで処理

紙または自治
体の文書管理
システムで保
存・管理

⑧マスタ情報
登録

保安ネットに
登録

自治体の文書
管理システムで
保存・管理

⑨受理通知/
施行文書発出

保安ネット経由で
通知

紙・メール等で通
知

保安ネット、電
話・メール等で
処理

電話・メール等
で処理

既存

保安ネットで
確認

①認証

GビズIDまたは
マイナポータル
経由で認証

-

保安ネット

②事前
相談※

保安ネット保安ネット保安ネット

保安ネット 既存 既存 既存

既存 既存

既存

保安ネット 保安ネット

※ 正式な審査や手数料納付前に記載内容に誤りがないか等を確認する工程

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜①認証(1/2)

保安ネットへのログイン認証は、申請者が法人の場合はgBizプライムまたはエントリーいずれかによる認証とし、個人の場合はマ
イナポータル連携による認証を予定している。

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

法人

gBizIDプライム

(gBizIDメンバー)

gBizIDエントリー

個人 マイナポータル※2

認証方法

※1 gBizIDプライムを取得した法人の従業員向けのアカウント
※2 現在はgBizIDを用いた認証のみで、保安ネットとマイナポータルの連携は2025年度を予定

1週間程度の書類審査

(印鑑証明書/印鑑登録
証明書を提出)

書類審査不要

マイナンバーカードの取得

申請者 取得要件

2要素認証

(ID/パスワード＋スマートフォン等)

認証方法

ID/パスワード

2要素認証

(マイナンバーカード

＋パスワード/生体認証)

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜①認証(2/2)

審査者のログイン認証は、自治体職員はLGWAN経由でメールアドレス/パスワード認証、委託先職員はインターネット経由で
のアクセスとなるためワンタイムパスワードを組み合わせた2要素認証を予定している。

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

自治体職員

委託先

職員

ID/パスワード
+

ワンタイムパスワード

• LGWANにて、職員のメールアドレスとパスワードを用いて
保安ネットにログイン

ID/パスワード
(LGWAN経由)

• 職員のメールアドレスとパスワードに加えて、ワンタイムパス
ワードを組み合わせた2要素認証にて保安ネットにログイン

実施方針認証方法審査者

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜外部業務委託先の扱い(1/2) 

自治事務手続のうち以下の12の国家資格関連手続の全部または一部の手続において、審査業務を外部に委託しているケー
スがあることを確認した。

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

# 手続名* 根拠法令 条文

1 製造保安責任者免状又は販売主任者免状の交付申請 高圧ガス保安法 第29条第5項

2 液化石油ガス設備士免状交付申請
液化石油ガスの保安の確
保及び取引の適正化に関
する法律施行規則

第95条

3 液化石油ガス設備士免状再交付申請 第97条

4 液化石油ガス設備士免状書換え申請 第98条

5 火薬類製造保安責任者及び火薬類保安責任者免状交付申請

火薬類取締法施行規則

第78条の2

6 火薬類製造保安責任者及び火薬類保安責任者免状再交付の申請 第78条の5

7 火薬類製造保安責任者及び火薬類保安責任者免状書換の申請 第78条の4

8 第一種電気工事士の知識及び技能の認定

電気工事士法施行規則

第5条

9 第二種電気工事士の知識及び技能の認定 第5条

10 電気工事士免状の交付 第6条

11 電気工事士免状の再交付の申請 第8条

12 電気工事士免状の書換え 第9条

*手続毎の審査業務の外部への委託状況は自治体によって異なる

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜提出書類のオンライン化

現在、自治体が申請者に提出を求めている書類について、国家資格関連手続オンライン化後の提出方法は「国家資格
等情報連携・活用システム」 における検討を踏まえて決定する。

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

提出書類等 提出の目的

オンライン化後の提出方法

電気工事士免状交付申請書
/認定申請書

写真

返信用封筒

試験合格(結果)通知書

実務経験証明書

手数料(収入証紙等)

本人確認書類

法
令
上
求
め
て
い
る
書
類
等

運
用
上
求
め
て

い
る
書
類
等

法令※で提出が定められているため

※電気工事士法施行規則 第六条
免状の交付を受けようとする者は…申請書に…法第四
条第三項各号の一に該当する者であることを証明する
書類及び写真を添えて、次の区分による都道府県知事
に提出しなければならない。

申請者に免状を送付するため

「国家資格等情報連携・活用システ
ム」 における検討を踏まえて、国家
資格関連手続オンライン化後の各提
出書類の提出方法を決定する

法令※で手数料納付が定められているため

※各自治体の電気工事士法に係る手数料条例

• 申請者本人であることを確認するため
• 提出先の都道府県に住民票があるかを確認するため

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜ 国家資格関連手続のAsIs/ToBe業務フロー

国家資格関連手続の現行業務フローと国家資格システムを活用した場合の想定フローを整理した。

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

：保安ネットの
利用

：既存運用の

踏襲
凡例 ：国家資格システム・マイナ

ポータルの利用

電話・メール
等で処理

AsIs
(現状)

• 自治体が起
案・決裁

または

• 外部委託先
が起案・決
裁(自治体
は報告書の
み受領)

• 紙/文書管
理システムに
て自治体管
理

または

• 外部委託先
の紙/データ
ベース等で
保存・管理
*

紙またはプラス
チックの免状を
作成し、郵送

-

マイナポータル
で申請(申請
内容は国家
資格システム
に連携される)

ToBe
(将来)

• オンライン納
付

• 納付書

• 収入証紙

• 現金・窓口
端末

「国家資格シ
ステム」上で確
認、審査

④申請受付 ⑤審査
⑥起案
・決裁

⑦文書保存
・管理

⑧マスタ
情報登録

⑨免状作成
・送付

①認証
②事前
相談

③手数料
納付

⑩報告書
提出

委託元の自
治体へ実績
報告

• 窓口持参/
郵送

• 自治体の電
子申請サー
ビス

紙/既存シス
テムで確認、
審査

紙/自治体独
自のデータ
ベースで管理

• 「国家資格
システム」で
オンライン発
行

• マイナポータ
ルでデジタル
資格証を表
示

「国家資格シ
ステム」から自
動で資格デー
タ連携

マイナポータル
にて認証

* 年度毎等で自治体へ文書が移管される想定

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜図面等の扱い(2/4) 

前頁で整理した観点に基づき、平面図や施設等の配置図など、紙での提出が必要な書類を含む86の手続を選別した。

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

高圧 第一種製造者の製造施設等の変更の許可
(一般則、液石則、コンビ則、冷凍則)

高圧 第一種製造者に係る軽微な変更の工事等の届出
(一般則、液石則、コンビ則、冷凍則)

高圧 第二種製造者の製造施設等の変更の届出
(一般則、液石則、冷凍則)

高圧 第一種貯蔵所に係る軽微な変更の工事等の届出(一般則、液石則)

高圧 第二種貯蔵所の変更の届出(一般則、液石則)

高圧 販売する高圧ガスの種類の変更の届出(一般則、冷凍則)

高圧 特定高圧ガス消費者の消費施設等の変更の届出(一般則、液石則)

高圧 第一種製造者の施設の変更工事に関する完成検査
(一般則、液石則、コンビ則)

高圧 第一種貯蔵所の施設の変更工事に関する完成検査
(一般則、液石則)

高圧 認定完成検査実施者の実施した完成検査記録の届出
(製造(一般則、液石則、コンビ則、冷凍則)、貯蔵(一般則、液石則))

高圧 第一種製造者の製造廃止・休止の届出
(一般則、液石則、コンビ則、冷凍則)

図面の紙提出が必要な手続一覧(高圧)

※先行自治体を対象に実施した書面調査の結果から手続を選別
※高圧ガス保安法に基づく手続については、各規則ごとに1つの手続として計上

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①

高圧 第一種製造者の許可(一般則、液石則、コンビ則、冷凍則)

高圧 第二種製造者の届出(一般則、液石則、冷凍則)

高圧 第一種貯蔵所の設置の許可(一般則、液石則)

高圧 第二種貯蔵所の設置の届出(一般則、液石則)

高圧 第一種貯蔵所の変更の許可(一般則、液石則)

高圧 高圧ガスの販売事業の届出(一般則、液石則)

高圧 特定高圧ガスの消費の届出(一般則、液石則)

高圧 指定保安検査機関の指定

高圧 容器検査

高圧 容器検査所の登録

高圧 容器検査所の登録の更新

高圧 第一種製造者の設置工事に関する完成検査
(一般則、液石則、コンビ則、冷凍則)

高圧 第一種貯蔵所の設置の設置工事に関する完成検査(一般則、液石則)

高圧 指定完成検査機関による完成検査報告
(一般則、液石則、コンビ則、冷凍則)
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3.2. テーマ② 業務の標準化｜図面等の扱い(3/4) 

(前項の続き)

3. 自治事務手続オンライン化に係る課題の検討結果

液石 液化石油ガス販売事業の登録

液石 貯蔵施設等設置許可

液石 液化石油ガス販売所等変更の届出

液石 貯蔵施設等変更許可

液石 貯蔵施設等変更届出

液石 充てん設備の許可

液石 充てん設備変更届出

液石 液化石油ガス設備工事届出

液石 特定液化石油ガス設備工事事業開始届出

火薬 火薬類製造営業許可申請

火薬 製造施設等の変更許可申請

火薬 火薬類販売営業許可の申請

火薬 火薬類譲渡許可の申請

火薬 火薬類譲受許可の申請

火薬 火薬類譲受・消費許可の申請

火薬 火薬類消費許可の申請

火薬 火薬類廃棄許可の申請

火薬 製造施設等の完成検査の申請

火薬 製造施設等の変更工事の完成検査の届出

火薬 火薬庫の完成検査の申請

火薬 火薬類譲渡／譲受許可証の返納

図面の紙提出が必要な手続一覧(液石、火薬)

業務の標準化
テーマ②
テーマ③

テーマ④

テーマ⑤

テーマ①




















